
一　財

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 142 142

【　政策企画局計　】 142 142

 総　務　課  私立学校助成費 7,809 6,722

 消防防災課  防災システム整備事業費 H18～H23 1,223 247

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 1,451 1,225

【　総務部計　】 10,483 8,194

 情報政策課  電子県庁推進事業費 1,194 799

 交通対策課  バス路線運行維持事業費 1,985 1,985

 一畑電車運行維持事業費 755 755

 土地資源対策課  島根原子力発電所周辺地域振興事業交付金 615 615

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 527 512

【　地域振興部計　】 5,076 4,666

 廃棄物対策課  公共関与最終処分場経営安定化対策費 　H14～H41 1,083 766

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 176 141

【　環境生活部計　】 1,259 907

 健康福祉総務課  社会福祉施設整備事業費 692 402

 医療対策課  県西部医療提供体制整備推進事業費 　H13～ 787 787

 病院整備費 　H16～ 2,740 1,480

 障害者福祉課  障害者の自立に向けた特別支援事業費 　H18～ 900 601

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 893 819

【　健康福祉部計　】 6,012 4,089

 農地整備課  淡水化代替水源対策事業費 　H16～H25 6,237 789

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 273 273

【　農林水産部計　】 6,510 1,062
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 経営支援課  小規模企業経営支援事業費 6,969 6,969

 労働政策課  高等技術校再編整備推進費 　H11～ 2,826 927

 労働政策課（全庁）  雇用対策（県単基金対応分） 　H13～H18 573 0

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 852 852

【　商工労働部計　】 11,220 8,748

 技術管理課  ＣＡＬＳ/ＥＣ推進事業費 　H14～ 683 683

 道路維持課･建設課  本庄工区関連整備事業費 　H18～ 3,060 142

 高速道路推進課  高規格幹線道路建設促進事業費 　H7 ～ 592 466

 斐伊川神戸川対策課  斐伊川神戸川治水事業促進費 　   ～H23 8,393 5,025

 港湾空港課  出雲空港機能拡充整備事業費 H15～H20 796 74

 下水道推進課  下水道普及促進対策交付金 　H15～H23 6,599 3,302

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 738 356

【　土木部計　】 20,861 10,048

 教育施設課  県立高校校舎等整備事業費 7,606 865

 県立学校再編成関連施設整備事業費 5,702 2,183

 文化財課  古代文化の郷「出雲」整備事業費 552 227

 文化財課  古代出雲歴史博物館整備等事業費 　H11～H18 1,260 220

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 1,264 894

【　教育委員会計　】 16,384 4,389

 警察本部  警察署再編事業費 　H14～H20 2,389 742

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 209 209

【　警察本部計　】 2,598 951

　 その他（H18～H22の5ヶ年度の事業費累計5億円未満の事業計） － 326 326

【　その他計　】 326 326

５億円以上 74,020 37,773

５億円未満 6,851 5,749

計 80,871 43,522

(注) 事業費は現時点における各部局の見積額をベースとしており、確定したものではない。
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